
　現在、本市には総人口の２．３％に当たる約５，７００人

の外国人市民が生活しています。

　世界中の様々な国や地域から、本市に移り住んだ

外国籍の方の定住化が進む一方、アジアを中心とし

た国々から技能実習や特定技能などの資格により短

中期で滞在する方が増加するなど、地域社会の多様

化が進んでおります。

　こうした中、国籍や言語、習慣、文化などがそれ

ぞれ異なる人々が相互に理解を深め、お互いに認め

合い尊重し合いながら、ともに暮らす多文化共生の

まちづくりの必要性は、より一層高まっております。

　本市では、２０１１（平成２３）年に策定した ｢ 富士市

国際化推進プラン ｣、２０１６（平成２８）年に策定した「富

士市多文化共生推進プラン」に基づき、外国人市民との共生事業を体系化し、多文化共生の

まちづくりを進めてまいりました。

　この「第二次富士市多文化共生推進プラン」は、これまでの施策を引き継ぎながら、外国

人市民との共生に、より重きをおき、外国人市民、日本人市民の別なく、一人ひとりが主役

として、ともに活躍できるまちづくりを進めるため策定いたしました。

　今後は、市民の皆様はもとより、関係機関等と更なる連携を深めながら、様々な施策を推

進してまいります。

　最後に、本プランの策定に当たり、ご尽力をいただきました富士市多文化共生推進プラン

策定懇話会の皆様、市民意識調査等により、貴重なご意見をお寄せいただいた皆様に、心か

ら感謝申し上げます。

２０２２（令和４）年　３月

富士市長　小長井　義正

は　じ　め　に
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第 1 章 第二次多文化共生推進プランの策定にあたって

１　プラン策定の背景

　本市では、1990（平成２）年の出入国管理法の改正により、就労制限のない定住者の資

格を持ちブラジルやペルーから来日した南米日系人が増加しました。これに伴い多くの課題

が顕在化してきたことから、外国人相談窓口や国際交流ラウンジ（FILS）などを設置し、外

国人市民の支援を行ってきています。

　2010（平成 22）年には、「国際化推進プラン（計画期間：2011（平成 23）年度―2015（平

成 27）年度）」を策定し、それまで各課で個別に実施していた外国人支援の取組を体系化し、

総合的かつ計画的に多文化共生を推進する体制を構築しました。

　2008（平成 20）年のリーマンショックによる景気後退の影響もあり、2015（平成 27）

年 4 月まで、市内に在住する外国人の数は減少傾向にあったものの、より一層の多文化共

生の推進に向け、「多文化共生推進プラン（計画期間：2016（平成 28）年度―2020（令

和 2）年度）」を策定しました。

　その後、国、県の様々な施策を受け、2016（平成 28）年以降、本市においては、定住

者などの身分資格による外国人の在留の長期化が進むとともに、ベトナムやフィリピンから

の技能実習生が増加しており、技能実習や特定技能などの短中期の在留資格による外国人労

働者の増加が見込まれ、新たな対応が求められる状況となっています。

　また、2020（令和２）年の新型コロナウイルス感染症の流行は、来日予定、帰国予定の

技能実習生を含めた多くの外国人市民の往来を妨げるなど、外国人市民の生活はもちろん、

日本の経済にも多大な影響を及ぼし、非常時における外国人支援や多文化共生のあり方が、

課題として浮かび上がりました。

　少子高齢化に歯止めがかからない中、労働人口の減少は、今後も続くことが予想されるた

め、経済活動を維持し、市民生活を安定させるためにも、外国人市民が日本人市民とともに、

生きがいを持ち、ともに支え合いながら暮らせる多文化共生のまちづくりが不可欠となって

います。

　また、2020（令和 2）年 7 月、本市がＳＤＧｓ未来都市に選定されており、本プランにお

いても、ＳＤＧｓの理念「誰ひとり取り残さない（No one will be left behind）」を念頭に

おいた多文化共生推進の取組が必要です。

２　国・県の動き

　技能実習制度の導入により発生した課題の解決に向け、2017（平成 29）年 11 月、国は、

対象職種に介護職種を加えた「外国人の技能実習の適切な実施及び技能実習生の保護に関す

る法律」を施行し、制度の改善を図りました。

　その後、中小・小規模事業者における人手不足を背景に、2019（平成 31）年４月、国は、

在留資格「特定技能」の新設など、外国人材の受け入れを拡大する改正出入国管理法を施行

し、外国人材の積極的な受け入れに大きく舵を切りました。
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　これに伴い、「出入国在留管理庁」の新設とともに、「外国人材の受入れ・共生のための総

合的対応策」を打ち出し、国の主導による外国人材受け入れの環境整備が始まりました。

　さらに、2019（令和元）年７月には、国内で暮らす外国人への日本語教育の充実を促す「日

本語教育の推進に関する法律」を施行しました。

　これらを受け、静岡県においても、「災害時多言語支援センター」や「外国人相談総合窓

口かめりあ」の整備、「地域日本語計画」の策定など、多文化共生の新たな取組を進めてい

ます。

３　プランの位置づけ

　本プランは、市の最上位計画である「第六次富士市総合計画」の「基本目標１・政策分野

４　市民活躍」を推進する個別計画として位置づけるもので、他の関連計画との整合も図り

ながら、多文化共生推進に関する基本的な方針を提示し、総合的かつ計画的に取組を推進す

るものです。

　

〈富士市多文化共生推進プランの位置づけ〉

第六次富士市総合計画（前期基本計画）

第二次富士市多文化共生推進プラン

方向性
の
整合

•地域における多文化共生推進プラン（総務省）

•ふじのくに多文化共生推進基本計画（静岡県）

整合
第４次富士市

男女共同参画プラン

など
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４　プランの期間

　前述の最上位計画である「第六次富士市総合計画」の計画策定の延期を受け、本プランの

計画期間を、当初予定していた 2021（令和３）年度から 2025（令和７）年度までの５年

間から、2022（令和４）年度から 2026（令和８）年度までの５年間に変更します。

　今後も、社会情勢等の変化に伴い、必要に応じて見直しを図ります。

　

策定期間 第二次富士市多文化共生推進プラン第二次富士市多文化共生推進プラン

計画期間　[５年間 ]計画期間　[５年間 ]

R2
年度

R2
年度

H28
年度

R3
年度

R4
年度

R8
年度

富士市

多文化共生推進プラン

５　プラン策定の体制

　本プランの策定に当たっては、「外国人市民懇話会」及び「富士市多文化共生推進プラン

策定懇話会」を設置し、外国人市民や学識経験者、関係団体等からの意見聴取を行いつつ、

市の関係部署で構成する「富士市多文化共生推進庁内連絡会」において、課題の整理や計画

内容の検討を行いました。

　また、より多くの市民の意見を取り入れるため、日本人市民と外国人市民それぞれに対し、

「多文化共生に関する市民意識調査（2019（令和元）年 11 月～ 2020（令和２）年１月）」

を実施しました。
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第 2 章 富士市の多文化共生の現状と課題

１　外国人市民の状況

（１）人口推移の状況　　

　2008（平成 20）年のリーマンショック以降、減少傾向にあった本市の外国人住民登録

者数は、その後一旦、増加に転じました。しかし、2020（令和２）年から世界全土で大流

行した新型コロナウイルス感染症が、市民生活に大きな影響を及ぼしたことで、今後の外国

人人口の推移は、予測が難しい状況となっています。

　

（各年 4 月 1 日：住民基本台帳）

（２）国籍別の状況

　ブラジル、中国、韓国・朝鮮、ペルーがほぼ横ばいかやや減少している一方、ベトナムが

急増、フィリピンも増加しています。

　

（各年 4 月 1 日：住民基本台帳）
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（３）在留資格別の状況

　2015（平成 27）年と 2021（令和３）年を比較すると、永住者や定住者の人数が 2,864

人から 3,093 人に増加しているにもかかわらず、その全体に占める割合は、65％から

52％に下がっています。これは、技能実習や技能・人文知識・国際業務の在留資格を持つ

人が増加したことによるものであると考えられます。

　

● 在留資格の内容 ●

〇永住者　　　　　　　　　10 年以上継続して日本に在留している等の条件を満たし、法務大臣から永住の許可

　　　　　　　　　　　　　（在留期間無期限）を受けた者

〇定住者　　　　　　　　　第三国定住難民・日系 3 世・中国残留邦人　

〇特別永住者　　　　　　　平和条約国籍離脱者又は平和条約国籍離脱者の子孫（在日韓国・朝鮮人、在日台湾人）

〇技能実習　　　　　　　　技能実習生

〇技術 人文知識 国際業務　機械工学の技術者・通訳・私企業の語学教師・マーケティング業務従事者・デザイナー

〇日本人の配偶者等　　　　日本人の配偶者・子・特別養子

　※その他に分類した在留資格の内、割合の高いもの

　　2015（Ｈ27）年　家族滞在（留学・企業内転勤等の資格による在留外国人が扶養する配偶者・子）、

　　　　　　　　　　　留学、永住者の配偶者・子、技術・人文知識・国際業務

　　2021（Ｒ３）年　家族滞在、留学、永住者の配偶者・子、特定技能、企業内転勤、技能、

　　　　　　　　　　　特定活動（ワーキング・ホリデー，経済連携協定に基づく外国人看護師・介護福祉士候補者等）

（2015（平成27）年４月１日：住民基本台帳）

（2021（令和３）年４月１日：住民基本台帳）
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（４）年齢別の状況

　人口ピラミッドは、技能実習生の増加により 20 代が特に多い特徴的な形となっています

が、全体的には、外国人市民の人口構成が、６年前に比べ高年齢化していることを示してい

ます。

　 　

（各年 4 月 1 日：住民基本台帳）
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（５）地区別の状況

　外国人市民は市内全域に居住していますが、外国人比率は、「吉原地区」において 4％を

超えているほか、「松野地区」、「富士見台地区」、「元吉原地区」、「富士駅北地区」、「富士駅

南地区」が３％以上と高くなっており、2015（平成 27）年と 2021（令和３）年を比較

すると、伸び幅に差はあるものの、24 地区で外国人人口が増加しています。

　

地区名 総人口（人） 外国人市民（人） 比率
吉原地区 12,190 549 4.5%
伝法地区 12,086 237 2.0%
今泉地区 12,594 323 2.6%
広見地区 12,465 321 2.6%

元吉原地区 7,620 257 3.4%
須津地区 10,937 229 2.1%
浮島地区 1,550 12 0.8%
吉永地区 7,209 170 2.4%
原田地区 6,755 141 2.1%
大淵地区 12,642 304 2.4%

富士駅北地区 12,711 399 3.1%
富士駅南地区 11,964 355 3.0%

田子浦地区 14,606 355 2.4%
岩松地区 10,117 214 2.1%
鷹岡地区 12,597 203 1.6%
丘地区 13,840 315 2.3%

富士見台地区 5,935 202 3.4%
神戸地区 3,718 44 1.2%

富士南地区 17,445 405 2.3%
天間地区 6,534 93 1.4%

吉永北地区 2,818 43 1.5%
青葉台地区 9,212 111 1.2%
岩松北地区 10,035 175 1.7%
富士北地区 8,799 125 1.4%
富士川地区 8,348 139 1.7%
松野地区 6,809 250 3.7%
他地区 80 5 6.3%
合計 251,616 5,976 2.4%

　（2021（令和３）年 4 月 1 日：住民基本台帳）

　

（各年 4 月 1 日：住民基本台帳）
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２　国際交流ラウンジ (FILS) 等の現状・課題

（１）国際交流ラウンジ (FILS) の現状・課題

　国際交流ラウンジ (FILS) では、外国人市民向けに個別で日本語を教える日本語教室の他、

外国人市民及び外国人市民とかかわりのある日本人市民からの通訳・翻訳の依頼への対応、

各種相談などを行っています。

　その他、富士市交流プラザや地区まちづくりセンター等を会場として、外国人市民向けの

日本語講座、日本人市民向けの日本語ボランティア講座などを実施しており、数多くの市民

が参加しています。

　また、2019（令和元）年度に国際交流ラウンジ (FILS) を訪れた人たちの目的を見ると、

日本語教室に関することが 7 割以上を占めており、日本語を学ぼうとする外国人市民が非

常に多くなっていることがわかります。

　なお、外国人市民が集住する自治体の多くで、外国人市民を対象とした相談窓口が設置さ

れていますが、本市の国際交流ラウンジ (FILS) は、外国人市民の生活相談等への対応に加え、

外国人市民と日本人市民の交流の場としての機能も兼ね備えており、本市の多文化共生施策

の特徴の一つとなっています。

　しかしながら、市民意識調査によると、その認知度は、日本人市民 21.0％、外国人市民

43.4％と決して高いとはいえないのが現状であり、この施設の認知度をいかに上昇させ、

その機能をどのように活用していくかが、本市の多文化共生推進のカギになると考えられま

す。

《 国際交流ラウンジ (FILS) 利用の目的 》

　

《 国際交流ラウンジ (FILS) 相談の内容 》

　

内　　容 件 数 割 合 内　　容 件 数 割 合

学習希望 162 件 25.5％ 医療関係 16 件 2.5％

子どもの教育 123 件 19.3％ ボランティア登録 13 件 2.0％

雇用関係 41 件 6.5％ 防災・災害 5 件 0.8％

出産・子育て 41 件 6.5％ 在留手続き 4 件 0.6％

住宅 19 件 3.0％ 身分関係 2 件 0.3％

福祉関係 17 件 2.7％ その他 193 件 30.3％

（2019（令和元）年度 国際交流ラウンジ (FILS) 統計）

※相談件数及び利用者延べ人数については、相談内容が二つ以上の項目に渡る場合、項目ごとに１件として計上。
　来場者の実人数は 6,533 人。
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（２）外国人相談窓口の現状・課題

　市役所の外国人相談窓口では、ポルトガル語とスペイン語で対応する外国人相談員（通訳）

を配置し、手続きのため、市役所を訪れるポルトガル語圏、スペイン語圏の外国人市民の支

援を行っています。

　対応する相談の件数は、年間で約８千件を数え、外国人相談員（通訳）が、税金関係や住

民登録などの手続きのため訪れた外国人市民に同行し、担当課窓口で通訳を行うほか、手元

に届いた各種通知の内容説明等を行っています。

　南米系日系人の急激な増加を背景に設置されたこの窓口ですが、ポルトガル語・スペイン

語以外の言語への対応をどのようにしていくかが課題となります。

《外国人相談窓口の相談内容》 （相談件数 7,858 件）

　

内　　容 件　数 割　合 内　　容 件　数 割　合

税金関係 1,580 件 20.11% 電気・ガス・電話 108 件 1.37%

住民登録 874 件 11.12% 印鑑登録 96 件 1.22%

子育て支援 750 件 9.54% 介護保険 82 件 1.04%

年金 552 件 7.02% 婚姻・離婚 76 件 0.97%

健康保険 513 件 6.53% ゴミの処理・出し方等 61 件 0.78%

福祉 501 件 6.38% 水道・下水道 59 件 0.75%

就学 415 件 5.28% 日本語講座 44 件 0.56%

予防接種・健診・母子手帳等 365 件 4.64% 通訳・翻訳 34 件 0.43%

市営・県営住宅等 360 件 4.58% 公共施設の利用 33 件 0.42%

ビザ・パスポート・帰化申請 336 件 4.28% 出生届 30 件 0.38%

労働・就労問題 255 件 3.25% 他機関紹介 22 件 0.28%

自動車関係 146 件 1.86% 町内会 18 件 0.23%

戸籍 113 件 1.44% その他 435 件 5.54%

（2019（令和元）年度 市民安全課統計）

9



３ これまでの取組 （2016（平成28）年～2020（令和2）年）と現状・課題

　本プランの策定に当たり、前プラン（計画期間：2016（平成28）年～2020（令和２）年）

の主な取組の状況から、現状と課題について整理しました。

基本目標１　ともに学び理解し合う地域づくり

（１）相互理解の推進

《主な取組》

　相互理解を進めるため、国際交流ラウンジ (FILS) 運営協議会及び各部会（広報、支援育成、

文化交流）を中心に、市民ボランティアと協力して、各種事業を行いました。

（２）コミュニケーションの支援

《主な取組》

　「やさしい日本語」の講座を開催するなど日本人市民への「やさしい日本語」の普及に努

める一方、外国人市民に対しては「大人のためのひらがなクラス」や「親子で学べる日本語

のひろば」などを新たに開催し、日本語学習機会の充実を図りました。

（３）友好・姉妹都市等との交流の推進

《主な取組》

　「市民協働事業提案制度」を活用し、姉妹都市・オーシャンサイド市（米国）との交流の

充実を図りました。また、友好都市・嘉興市（中国）とは、30周年記念事業をはじめとす

る相互訪問等により、定期的な交流を実施しました。

現状・課題

　2019（令和元）年度実施の「多文化共生についての日本人市民意識調査」によると、プ

ランの進捗状況の目安としている「多文化共生」を言葉の意味も含めて知っている人の割合、

外国籍の知人や友人がいる人の割合はいずれも増加しており、徐々にではありますが、多文

化共生が市民の間に浸透していることがうかがわれます。しかし、プランの目標値には達し

ていないのが現状で、相互理解の推進に向け、さらなる働きかけが重要です。

　また、国際交流ラウンジ (FILS)、外国人市民向けラジオ番組「Happiness」、市ウェブサ

イト「外国語のページ」など、外国人市民を対象に設けている施設や取組については、認知

度や利用度が下がっています。急増している技能実習生など、新たに転入してきた外国人市

民に情報が行き届いていない可能性があり、効果的な情報提供の実現が課題となります。

基本目標２　外国人市民も安心して暮らせる環境づくり

（１）防災対策の推進

《主な取組》

　ふじ Bousai における「やさしい日本語」に関するクイズ等を通じての防災意識の普及、「や

さしい日本語」や多言語の防災冊子の配布、ベトナム語の防災リーフレットの作成、外国人
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市民を対象とした防災講座、災害時通訳ボランティアの研修を行い、防災対策の推進を図り

ました。

（２）生活相談と情報提供の充実

《主な取組》

　生活相談に関しては、市役所における外国人相談窓口（ポルトガル語・スペイン語）を継

続するとともに、国際交流ラウンジ (FILS) の生活相談にベトナム語を加え、６ヶ国語での

対応に広げることで相談窓口の充実を図りました。

　また、窓口対応への翻訳機の導入、「やさしい日本語」・ベトナム語・インドネシア語のご

み分別カレンダーの追加作成、市税滞納者に対する催告書の多言語化など、多言語での情報

提供の充実に取り組みました。

（３）児童・生徒への教育支援

《主な取組》

　外国人児童・生徒適応指導教室の吉原小学校での継続及び富士見台小学校への新設、就学

前のこどものためのひらがなクラスや保護者懇談会、高校進学ガイダンス、夏休みの学習サ

ポート教室、外国人学校への支援等を実施しました。

（４）健康・福祉サービスの充実

《主な取組》

　特定健康診査質問票の多言語版にベトナム語版を追加し、特定健診実施機関に配布すると

ともに、通訳同席による母子健康手帳の交付、多言語版の予防接種予診票の配布、通知など

へのフリガナやローマ字の記載など、外国人家庭に配慮をした対応に努めました。

　

（５）医療と救急の対応

《主な取組》

　市立中央病院におけるタブレットＰＣを用いた 24 時間対応の多言語サービスの導入、ポ

ルトガル語版の入院案内の改訂、また、１１９番通報への３者通話システムを利用した通訳

の導入等を行い、医療や救急時における多言語での対応に取り組みました。

現状・課題

　自動翻訳技術の飛躍的な向上、タブレットＰＣを使ったテレビ電話機能の普及、新たな災

害情報提供アプリの開発等が見られ、行政窓口や救急現場、一部の医療機関等で、多言語に

よる対応が実現されています。今後、より多くの場面で、これらの ICT 技術の活用による

多言語対応が可能となるよう、システムや機器の活用の促進が課題となります。

　日本人市民の間での「やさしい日本語」の認知度は上昇しています。これにより情報提供

の手段としてだけでなく、地域でのコミュニケーションの手段として活用できるよう、日本

人市民、外国人市民双方への普及が課題となります。

　地域防災訓練への参加者は、徐々に増加し目標値に近づいていますが、人口に対する割合

としては、まだまだ低いことから、地域防災訓練を含めた地域活動への参加の促進が課題と
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なります。

　技能実習生等の比較的在留期間の短い外国人市民も含めた多くの外国人市民に、富士市に

住み続けたいと思ってもらえる環境づくりを行う視点も大切になってきています。

４　外国人市民懇話会の意見

　本プランの策定にあたり、外国人市民から直接意見を聴くために、2019（令和元）年度

に開催した外国人市民懇話会において、次のような意見が出ました。

（１）情報の入手に関すること

◦広報ふじだけでなく様々なメディアを使用して周知を行うほうがよい。

◦ 市内見学に参加して国際交流ラウンジ（FILS）の存在を知った。来たばかりの外国人市民

にとって、シティプロモーション課が行っている市内見学はとても良いと思う。

◦市の行事の主催が散在しており、まとめてもらえるとありがたい。

◦市の説明（制度）が難しくてなかなか理解が難しい。

◦ 市内の病院においての症状の説明や提出書類の説明等が難しく日本語ができないと、とて

も困る。

（２）地域との関わりに関すること

◦ 国際交流ラウンジ (FILS) ばかりでなく、まちづくりセンターや学校などを利用し、日本

語の勉強が出来るようにしたり、外国人市民も自分が住む地域のまちづくりセンターで地

域の交流を企画したらいいのではないか。

◦ 外国人市民も自ら地区の文化祭でブースの出店などを行い、地域の人達とコミュニケー

ションを図っていったらいいのではないか。

◦ 外国人の親子はこの地に住んでいく人たちなので、コミュニティに入っていくことは大事

なことである。

（３）人材の育成に関すること

◦ 国籍を超えた交流が図れるよう、それぞれの国籍のリーダー的な人が互いに声をかけあい、

まとめていったらいいのではと考えられる。

◦ 災害等が起きた時に連絡を取ることができる人や市役所のことを伝えることができる人の

人材育成が必要である。

◦外国人市民も信用してもらえるように自ら行動していく必要がある。

◦外国人市民も自ら調べに行ったり聞きに行ったりしていくべきである。

５　多文化共生に関する意識調査から見える課題

　多文化共生に関する意識調査は、日本人市民、外国人市民からそれぞれ 2,000 人ずつを

抽出し、日本人市民に対しては、多文化共生、国際化に関しての質問、外国人市民に対して

は、日本語能力についての質問の他、地域コミュニティとの関わり、仕事など、生活全般に
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ついての質問を設定し、実施しました。

　ここでは、調査結果の概要と調査結果から見える課題の主なものを取り上げ、プラン改定

にあたっての課題の確認のための資料として提示しています。

《A》 日本人市民意識調査

　（調査期間：2019（令和元）年 11月～ 2020（令和2）年１月）

（１）多文化共生について

◎ 外国籍または外国にルーツを持つ友人や知人がいる人も増加しており、多文化共生という

言葉の認知度が高まりつつある市の現状を踏まえ、多文化共生社会の必要性や重要性をさ

らに周知していく必要がある。

◎ 外国人が増えることについての理解や、親しみやすさが高まりつつある中で、多文化共生

社会に向けて、外国人市民、日本人市民双方に対し、交流する機会の創出等の行政からの

アプローチが必要である。

◎ ボランティア活動への興味がある人ほど外国人に対する理解を示していることから、外国

人と関わる機会を確保して、理解を深めていくことが必要である。

（２）友好・姉妹都市交流、国際交流について

◎ 友好・姉妹都市の認知度や訪問意向が低下する傾向にあるため、友好・姉妹都市提携の意

義、提携先の紹介、交流事業の実態などを市民にさらに周知していく必要がある。

◎ 異なる文化に触れることができる国際交流フェアへの市民参加を促進し、交流事業への理

解を深めていくことが必要である。

◎ 多文化共生への関心は高まりつつあるものの、市の事業としての興味・関心については低

くなっているという調査結果を踏まえ、友好・姉妹都市との交流事業のあり方について検

討していく必要がある。

（３）多文化共生・国際化に共通する事項について

◎ 多文化共生・国際交流事業に関する情報は、若い世代の市民にも行き届くような広報活動

を行い、幅広い世代の市民に周知していく必要がある。

◎文化や価値観の違いを理解し、お互いを尊重できる人づくりを進めていく必要がある。

◎ 外国人観光客を受け入れる機運も高まりつつあるため、国際化の進展を観光振興にも結び

つけていく必要がある。

《Ｂ》 外国人市民意識調査

（調査期間：2019（令和元）年11月～ 2020（令和2）年１月）

（１）居住年数

○ 富士市での生活年数は「１～４年」が約 3 割の一方、「10 年以上」が約５割となっており、

未定を含めて「住み続けたい」という意向がある人は７割以上となっている。

◎ 富士市での定住年数や居住予定の結果を鑑みて、外国人市民を今後とも定住する生活者と

〇　調査結果の概要
◎　調査結果の分析から見える課題

〇　調査結果の概要
◎　調査結果の分析から見える課題
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して捉えていく必要がある。

（２）日本語能力について

○ 日常会話は約８割の人が日本語を使っているが、「読む」は約６割、「書く」は約７割近く

の人に支障がある。

○ 日本語を学ぶことに関しては、約８割の人が「学びたい」としている。そのうち、「学び

たいが、学べない」という人が２割以上いる。

○ 学びたいが、学べない人では「仕事や子育てなどで、時間がないから」が 63. １％、「日

本語教室の時間が合わないから」が 21.6％となっている。

◎ 国籍ごとに能力についての差が大きい傾向にあることも考慮して、日本語学習を希望する

外国人市民が受講できるよう、また学びやすい環境を得られるよう、日本語教室の定員枠

の拡大や講座の拡充など学習支援の充実を図る必要がある。

（３）生活全般について

○ 生活情報の入手方法は「インターネット（携帯電話）」が 2009（平成 21）年、2015（平

成 27）年の調査から飛躍的に上昇しており、最もよく利用するサービスは「facebook」

が 69.7％、「LINE」が 55.6％となっている。

○ 富士コミュニティＦＭ放送（Radio-f）による多言語放送、富士市ホームページの多言語版、

富士市国際交流ラウンジ (FILS) の facebook のいずれも知らない人が、８割程度もいる

状況である。

○日本語が不自由なために困ったことは「病院で」や「役所の手続きで」が 3 割近くある。

◎ 生活情報は、「日本人以外の知り合い」からの入手も約 3 割であることから、日本人市民・

外国人市民ともキーパーソンとなる人材の育成が必要である。

◎ 「インターネット」などは、情報入手の手段としては多くの人が使っており、特に携帯電

話の利用が高まっている。情報発信の工夫をして、生活情報提供手段として今後も積極的

に活用する必要がある。

◎病院や役所での通訳の支援を充実させる必要がある。

（４）住宅について

◎家主・外国人市民双方への情報提供などによる相互理解の醸成が引き続いて必要である。

（５）地域コミュニティとの関わりについて

○  53.0％の人はまわりの日本人について「親しみやすい」としているが、一方で５割近

くの人が日本人に「差別されている」と感じており、差別を感じるときは「職場で」が

59.8％で一番多くなっている。

○周囲の日本人との生活上のトラブルの有無は「ない」が 94.7％と大多数を占めている。

○ 自治会や町内会の行事に不参加の理由は「行事の情報がなかったため（チラシや回覧板等

が日本語のみで読めないため）」が 47.9％となっている。

○ 地域の日本人と付き合いが「ない」人は 7.2％と少なく、「交流したくない」人もわずか 6.4％

となっている。
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◎自治会や町内会の情報伝達の方法などについて周知や工夫が必要である。

◎日本人と交流する機会を多く設け、コミュニケーションの活発化を図る必要がある。

（６）医療・保健について

○ 医療機関で困ることは「言葉の問題で意思疎通が図りにくい」が 27.0％、「症状に合う病

院がどこにあるのかわからない」が 21.1％、「待ち時間が長い」が 20.6％、「案内板・書

類・薬の表示が日本語でわからない」が 20.4％など。

◎ 困っていない人が一定数いるものの、書類や薬などの表示の多言語併記や言葉の問題での

意思の疎通など、医療に関する専門的な知識を要するコミュニケーション方法の構築が引

き続き必要である。

（７）子育て・教育について

◎ 子育てについては、「母国語の通じる小児科」、「子どもの預け先」、「交流機会」などの情

報の提供が必要不可欠である。

◎ 教育については、「卒業後の進学・就職が心配」、「学費が高い」、「子どもの母国語・母国

の文化が教えられない」などがあげられており、問題が多岐にわたっている。

（８）仕事について

◎ 言葉や文化、習慣の違いや日本語の難しさにより、外国人と日本人がコミュニケーション

を図ることができないだけでなく、待遇面での不安を抱えた形で就業している状況にある

ため、今後も、企業や関係機関との協力、連携により安心して就業できるような環境づく

りを進める必要がある。

（９）防災について

○ 災害発生時の対応は「避難場所に行く」が 60.0％、災害に備えて準備していることは「避

難場所を確認している」が 55.1％、「非常食や水を備蓄している」が 48.9％、5 割から

6 割は備えを意識している。

◎避難場所や防災に関する情報提供に加えて、防災訓練に参加してもらう工夫が必要である。

◎ 災害発生時における多言語による情報提供とコミュニケーションの支援体制の整備が必要

である。

（10）行政サービスについて

○ 富士市交流プラザ内にある国際交流ラウンジ (FILS) は 54.7％が「知らない」とし、「利

用経験」のある人は 25.1％である。

○ 今後、充実してほしい行政サービスは「多言語による生活関連情報提供や生活相談」が

40.6％、「案内板などの多言語表示」が 35.5％、「外国人の境遇や権利についての理解・

認識の啓発」が 31.3％、「印刷物へのルビ（ふりがな）の表記」が 30.4％などとなっている。

◎相談窓口の積極的な周知・充実に努める必要がある。

◎ 行政サービスとして、多言語による情報提供などは、外国人が日本で暮らしていくための

基本的な事項であり、暮らしの便利帳などの生活情報が必要である。
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６　課題の整理と改定の視点

　本章の「１　外国人市民の状況」から「５　多文化共生に関する意識調査から見える課題」

をもとに、課題を精査し、現在の富士市の多文化共生の推進状況について分析した結果、見

つかった課題及び「多文化共生推進プラン」の改定の視点を整理しました。

《課題の整理》

●外国人市民の地域活動について

◦ 市内全域で外国人市民が増加しているにもかかわらず、地区内での相互理解が十分に進ん

でいない状況があります。

◦ 外国人市民の地域活動への参加が進まない原因として、地域の情報が外国人市民に確実に

伝わっていないことがあげられます。

　 ⇒このことから、外国人市民に確実に伝わる情報伝達手段の確立と、地区内での相互理解

を進める働きかけが課題となります。

●日本語学習について

◦ 日本語は、日常生活、職場など、全ての場面において、必要不可欠なコミュニケーション

手段であり、多くの外国人市民が日本語を使って会話しています。その一方で、「読むこと」

「書くこと」には、支障がある人も数多く存在します。

◦ 外国人市民の多くが日本語の学習を希望していますが、仕事や子育てで時間的な余裕がな

いなど、「学びたいが学べない人」が一定数います。

　 ⇒このことから、より多くのニーズに応えられる学習機会の提供を含めた日本語教育の充

実が課題となります。

●情報提供について

◦ 技能実習生からの移行が可能な「特定技能」が創設されたことにより、本市の活性化と継

続的な発展を担う貴重な人材としての外国人市民の存在が注目されますが、在留が長期化

すると、子育てや教育についての不安発生が避けられない現状があります。

◦ 医療機関でのコミュニケーションに不安を感じたり、行政サービスに関する説明が難しい

と感じたりしている外国人市民が、依然として多い状況が続いており、とりわけ、緊急時

や災害時における情報提供に不安が残ります。

◦ 外国人市民が増加している中、多言語や「やさしい日本語」による外国人市民への情報提

供に取り組んでいるものの、まだ、十分とはいえない状況にあります。

　 ⇒外国人が不安を感じている分野の情報提供を強化するとともに、情報ニーズの変化への

対応をどのように進めていくかが課題となります。

●キーパーソンについて

◦ 「多文化共生」の推進のため、外国人市民と日本人市民はもとより、異なった国籍を持つ

外国人市民間での相互理解の促進が不可欠です。

　 ⇒各々のコミュニティのリーダーとなる人材を発掘、育成し、コミュニティをつないでい

くことが課題となります。
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●労働環境について

◦ 差別を感じる外国人市民が一定数存在し、その多くが差別の場面として職場を上げている

ことから、職場でのコミュニケーションや待遇面など、仕事面で多くの不安を抱える外国

人市民への対応が課題となります。

　 ⇒安心して働ける労働環境の確保に向け、労働行政に携わる機関や、経済団体、監理団体

等との連携が課題となります。

《改定の視点》

（１）「基本目標」の改定

　「多文化共生推進プラン」の改定にあたり、基本目標の見直しを行います。

　これまでの「ともに学び理解し合う地域づくり」と「外国人市民も安心して暮らせる環境

づくり」の２つの基本目標で示す「地域づくり」と「環境づくり」の２本の柱に、多文化共

生社会の将来を見据えての「人づくり」の視点を加えた３本の柱を基本目標として、プラン

を推進していきます。

　基本目標を３つにすることで、３つの側面からのアプローチが可能となり、目標の達成に

向け、より多角的に施策を体系づけ、効果的にプランを推進していくことが期待できます。

　

多文化共生推進プラン 第二次多文化共生推進プラン

基本理念：「心通い合う多文化共生のまち　ふじ」

基本目標１

　ともに学び理解しあう地域づくり

基本目標１

　ともに築く共生の地域づくり

基本目標２

　共生の未来を担う人づくり

基本目標 3

　誰もが安心して暮らせる環境づくり

基本目標 2

　外国人市民も安心して暮らせる

　環境づくり

（２）「施策の方向性」の導入と「施策」の細分化

　本プランでは、３つの基本目標の下に、「施策の方向性」を設け、その下に、「施策」とそ

れぞれの「取組」をより明確に体系づけることとします。

（３）「重点施策」の設定

　本プランでは、課題の整理を踏まえた上で、きめ細かく、重点的にプランを推進していく

ため、「施策」の中から重要なものを「重点施策」として位置付けることとします。
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第３章 第二次多文化共生推進プランの考え方

１　基本理念

　 「 心 通 い 合 う 多 文 化 共 生 の ま ち　 ふ じ 」

　 　「国際化推進プラン」、「多文化共生推進プラン」の基本理念を継承し、文化や生活習慣

等の違いを越えて、互いを理解し、尊重し、外国人市民も日本人市民もともに地域の生活

者として、心を通わせ仲良く暮らせる多文化共生社会を目指します。

２　基本目標

（１） ともに築く共生の地域づくり

　 　国籍、言葉、文化、習慣の違いを越えて、外国人市民も日本人市民も気軽に声を掛け合

える土壌を培うため、交流の機会を増やすことに努めます。

（２） 共生の未来を担う人づくり

　 　外国人市民も、ここで暮らす一人の生活者として、また労働者として本市の活性化と継

続的な発展を担う貴重な存在です。また、日本人市民との相互理解も不可欠です。

　　共生を担う人を育てる視点から取組を実施します。

（３） 誰もが安心して暮らせる環境づくり

　 　文化や習慣、言語の違いなどによりハンデのある外国人市民も安心して市民生活が送れ

るよう、引き続き環境の整備を行います。

地域

づくり

人

づくり

環境

づくり
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３　プランの体系

【基本理念】【基本目標】 【施策の方向性】と【施策】

１-１「多文化共生・相互理解の推進」

１-１-１　国際交流ラウンジ (FILS) を拠点とした多文化共生の推進

１-１-２　地域における相互理解の促進

１-１-３　交流事業による多文化共生意識の浸透

１-２「外国人市民の地域参画の促進」

２-２「国際感覚・異文化理解の向上」

３-１「防災対策の推進」

３-２「生活相談等の行政サービスの充実」

３-２-１　通訳・相談体制の整備

３-２-２　くらしのルールの理解促進

３-２-３　多言語・「やさしい日本語」による行政サービスの充実

３-３「関係機関等との連携」

２-１「コミュニケーション能力の向上」

基本目標１

ともに築く

共生の

地域づくり

基本目標２

共生の

未来を担う

人づくり

基本目標 3

誰もが

安心して

暮らせる

環境づくり

〈
基

本

理

念

〉

　

　心

通

い

合

う

多

文

化

共

生

の

ま

ち

　ふ

じ

重点

重点

重点

重点

重点

１-２-１　町内会活動や地域活動への参加促進

１-２-２　外国人市民との協働の推進 

２-１-１　外国人市民の日本語学習環境の強化

２-１-２　日本人市民への「やさしい日本語」の普及

　　　　　及び外国語学習機会の提供

２-１-３　外国人児童・生徒への学習支援

２-２-１　若い世代への異文化理解教育の推進

２-２-２　多文化共生の担い手（キーパーソン）の育成

３-１-１　多言語等による防災関連情報や緊急情報の提供  

３-１-２　外国人市民の防災意識の向上

３-１-３　災害時の支援体制の整備

３-３-１　就労及び労働環境の整備 

３-３-２　関係機関等との連携の強化
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第４章 施策の展開

　現状と課題及び、「多文化共生推進プラン」の評価を踏まえ、同プランに一部修正を加え「第

二次多文化共生推進プラン」を策定しました。

　なお、前プランの取組は 58 でしたが、その内の９つの取組について一部内容を変更した

ほか、２つの取組を一つに統合した上で、新たな取組 26 を加えた 79 の取組により本プラ

ンを構成します。

改 新内容の一部を変更した取組 新規の取組

～基本目標１～　ともに築く共生の地域づくり

１－１ 多文化共生・相互理解の推進

　「ともに築く共生の地域づくり」の実現に向けて、国際交流ラウンジ (FILS) の運営や交流

イベントの開催など、お互いの文化の違いを理解しあう機会の提供に努めるとともに、その

活動を市内の様々な地域に広げるため、市内各地区での交流事業の実施を進めます。

　また、日本人市民の多文化共生意識の高揚につながる講演会等事業を実施します。

№ 取組 取組内容

１
国際交流ラウンジ（FILS）の

運営と周知

国際交流ラウンジ (FILS) 運営協議会及び各部会（広報

部会、支援育成部会、文化交流部会）を中心に多文化共

生推進事業を展開し、本市の多文化共生推進の拠点とし

て、外国人市民の支援及び外国人市民と日本人市民の交

流の場を提供します。

広報ふじへの紹介記事の掲載、転入外国人市民へのパン

フレット配布、報道提供、パネル紹介などを通じ、国際

交流ラウンジ (FILS) の周知を図ります。

２
多文化共生推進員の活動の

充実

多文化共生推進員（国際交流ラウンジ (FILS) のボラン

ティア登録者）の活動の充実を図ります。

【施策１－１－１】

　国際交流ラウンジ (FILS) を拠点とした多文化共生の推進
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№ 取組 取組内容

３

まちづくりセンター等におけ

る異文化理解を目的とした事

業の実施

各地区まちづくりセンター等において、異文化理解を目

的とし、様々な年齢層を対象に語学講座、料理教室、民

族舞踊の講座等を開催します。

４

新
地域における交流事業の促進

地域団体や地域の外国人市民等との協働により、地区ま

ちづくりセンター等を会場に交流事業を実施すること

で、相互理解推進の活動を市内全域に広げます。

【施策１－１－２】

　地域における相互理解の促進

№ 取組 取組内容

5
国際交流フェアなどの交流イ

ベントの開催

富士市国際交流協会と連携し、国際交流フェアなどの交

流イベントを開催します。

6 多文化共生意識の啓発

お互いの違いを認め、理解し合う多文化共生社会の実現

に向け、市民意識調査を実施するほか、様々な場面で多

文化共生意識の啓発に努めます。

【施策１－１－３】

　交流事業による多文化共生意識の浸透
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１- ２ 外国人市民の地域参画の促進

　「ともに築く共生の地域づくり」の実現に向けて、外国人市民の地域活動への参加を促進し、

外国人市民の意見を反映できるしくみの構築に努めるとともに、外国人市民の活躍の場を広

げ、ともに地域活動を担うパートナーとして協働を推進します。

№ 取組 取組内容

７

改

町内会（区）への加入・行事

への参加の促進

外国語翻訳版や「やさしい日本語」で作成した「町内会

（区）加入等」の資料、地区行事の案内等を配布し、外

国人市民への情報の提供に努める一方、多言語翻訳版の

資料や「やさしい日本語」の地域住民への周知を図り、

使用を広めます。また、まちづくり協議会の構成団体等

と協力し、滞在期間の長短に関わらず、外国人市民の地

域活動への参加を促します。

８
日本文化・社会に関する学習

機会の提供

日本文化・社会への理解を促す活動として、国際交流ラ

ウンジ (FILS) において「日本の家庭料理教室」を開催

します。また、「外国人のための日本語講座」の中で、

日本の慣習や文化の学習機会を提供します。

【施策１－２－１】

　町内会活動や地域活動への参加促進

№ 取組 取組内容

９ 外国人市民の意識調査の実施

イベントなどでのアンケートを通し、外国人市民のニー

ズを調査し、外国人市民との協働によるまちづくりに生

かします。

10
異文化理解講座の講師などへ

の外国人人材の起用

国際交流ラウンジ (FILS) や各地区まちづくりセンター

等で開催する異文化理解講座・語学講座への講師として

の参加や、各種協議会等への参画を進めることで、外国

人市民との協働によるまちづくりを推進します。

11

新
外国人市民連絡会の開催

様々な国籍のリーダー的存在の人物を中心に、異文化交

流等に興味のある人材を集め、定期的に連絡会を開くこ

とで、多文化共生の担い手（キーパーソン）となる人材

の発掘、育成に努めます。また、滞在期間の短い技能実

習生等にも、積極的な参加を働きかけます。

【施策１－２－２】

　外国人市民との協働の推進
重 点
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～基本目標２～　共生の未来を担う人づくり

２－１　コミュニケーション能力の向上

　「共生の未来を担う人づくり」の実現に向けて、外国人市民の日本語学習を支援するとと

もに、日本人市民への「やさしい日本語」の普及や外国語の学習機会の提供により、コミュ

ニケーションの円滑化を図り、国籍や言語のバリアフリー化を進めます。

　また、外国人児童の就学を促進するとともに、学習環境の整備を行い、将来にわたっての

コミュニケーションの不安の解消につなげます。

№ 取組 取組内容

12
外国人市民への日本語学習

機会の提供

「外国人のための日本語講座」を開催します。また、国

際交流ラウンジ (FILS) において、日本語ボランティア

と外国人市民が一対一で日本語学習を行う「日本語クラ

ス」や、グループ学習を開催します。

13

新

日本語学習会場の地域への

分散

日本語学習ボランティア等と協力し、地区まちづくりセ

ンター等の地域の施設を利用して学習会場の地域への分

散化を図ることで、外国人市民の日本語学習に対する

様々な希望への対応に努めます。

14

新

オンラインによる日本語学習

システムの活用

より多くの外国人市民に、日本語学習の機会を提供する

ため、学習を希望する外国人市民が都合のよい時間に学

習できるよう、国が実施するオンラインによる日本語学

習システムの情報を提供し、利用を促進します。

15

改

日本語学習ボランティアの活

動の充実

外国人市民の日本語学習を支援するため、日本語学習ボ

ランティアを育成し、増員を図ります。また、ボランティ

ア同士の意見交換ができる環境づくりを進め、活動の充

実が図れるよう努めます。

16

新

日本語教育に関わる団体及び

企業等との連携

地域の日本語教育に関わる日本語教室、日本語教育機関、

企業、ボランティア市民及び富士市国際交流協会等と連

携し、協力しあって、外国人市民の日本語学習を支援し

ます。

【 施策２－１－１】

　外国人市民の日本語学習環境の強化
重 点
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№ 取組 取組内容

17

改

「やさしい日本語のしおり（町

内会用・企業用）」の作成と

普及

地域、職場での外国人市民、日本人市民のコミュニケー

ションの円滑化をはかり、地域活動への参加を促進する

とともに、職場でのコミュニケーションの不安を解消す

るため、地域、職場、それぞれで活用できる富士市独自

の「やさしい日本語のしおり」を作成し、地域や職場で

の「やさしい日本語」の普及に努めます。

18

新

日本人市民向け外国語講座の

実施

異文化理解を進めるとともに、外国人市民とのコミュニ

ケーションの円滑化を図るため、日本人市民向けに実施

する外国語講座の充実を図り、若い世代の参加を促進し

ます。

19

新

職員の「やさしい日本語」の

使用推進

外国人市民の窓口での不安を解消するため、職員を対象

とした講座等を実施するなど、職員への「やさしい日本

語」の普及、使用の推進を図ります。また、外国人市民

にわかりやすい記載方法や表現の使用に配慮します。

【施策２－１－２】

　日本人市民への「やさしい日本語」の普及及び外国語学習機会の提供

№ 取組 取組内容

20
小中学校への外国人児童・生

徒指導協力者の派遣

日本語指導が必要な児童・生徒の編入後の初期指導・支

援を行います。また、必要な児童・生徒には、継続支援

を行います。

21

改

外国人児童・生徒適応指導教

室の開設による学習補助、保

護者の相談対応

母語による支援の希望がある学校に、ポルトガル語、ス

ペイン語、フィリピン語、中国語の支援員の派遣を行い

ます。また、外国人児童・生徒適応指導教室として、吉

原小学校と富士見台小学校の国際教室を継続します。

22
保護者懇談会や進学ガイダン

スなどによる情報提供

外国人児童・生徒の保護者を対象に、保護者懇談会や進

学ガイダンスを開催します。

23 外国人学校への支援
ブラジル人子弟の教育の充実のため、学校法人神和学園

エスコーラフジへの支援を行います。

24
学習サポート

センターの運営

コーディネーターとボランティアによる外国人児童への

学習支援及び地域との交流事業を実施します。また、学

習サポートセンターの再編を含め、ニーズに応じた見直

しを図ります。

【施策２－１－３】　

　外国人児童・生徒への学習支援
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№ 取組 取組内容

25
外国人児童へのボランティア

による学習支援

地域の市民ボランティアが外国人児童に夏休みの宿題な

どを教える学習支援事業を行います。

26

新

外国人の子どもの就学状況の

把握及び就学の促進

定期的に外国人の子どもの就学状況を調査し、未就学の

子どもを持つ家庭に働きかけることで就学の促進につな

げます。また、就学年齢に達する前の段階から、保護者

の就学への意識を高めるよう、様々な場面でＰＲを実施

します。

２－２ 国際感覚・異文化理解の向上

　「共生の未来を担う人づくり」の実現に向けて、若い世代の国際感覚の向上や異文化相互

理解の促進のため、教員を対象とした各種研修等を実施し、小中学校教員の指導力の向上を

図ります。また、海外派遣やオンラインを活用した海外との交流などにより、国際理解教育

を推進します。

№ 取組 取組内容

27

小中高等学校における英語教

育を通じての異文化理解教育

の推進

小学校教員の指導力向上のため、ALT による教員対象

の英会話講座を実施します。ALT 相互の実践研修を実

施します。小中高等学校での ALT による英会話活動を

実施することで、小中高生の英語力の向上及び異文化理

解の向上を図ります。

28
高校生を対象とした異文化理

解教育の推進

海外探究研修の実施や、オンラインを活用した海外滞在

者との交流など、高校生が異文化に触れ、国際感覚を養

う機会を提供します。

29

新

児童・生徒及び保護者を対象

とした異文化理解講座の実施

小中学校での教育活動の一環として、児童・生徒が異文

化に触れる機会を設け、保護者にも参加を促すとともに、

PTA が主催する講演会等の講師として、異文化理解の

視点を持った人材を紹介します。また、国際理解の推進

を目的に実施する各種講座等への児童・生徒の参加を促

進します。

30
青少年による異文化交流の

実施

海外の文化や人に直接触れることで、異文化への理解を

進め、国際感覚を身につける機会を提供するため、青少

年を友好・姉妹都市をはじめとする海外諸都市へ派遣し

ます。

【施策２－２－１】

　若い世代への異文化理解教育の推進
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№ 取組 取組内容

11

新

【再掲】

外国人市民連絡会の開催

様々な国籍のリーダー的存在の人物を中心に、異文化交

流等に興味のある人材を集め、定期的に連絡会を開くこ

とで、多文化共生の担い手（キーパーソン）となる人材

の発掘、育成に努めます。

31

改
地域の担い手の発掘と育成

外国人市民との協働によるまちづくりを推進するため、

地域と連携し、多文化共生推進の担い手となる外国人市

民・日本人市民双方の人材の発掘に努めます。また、課

題解決に必要な施策を行政や地域とともに考え取り組む

ことで人材を育成します。

加えて、外国人人材の把握に努め、「外国人市民人材リ

スト」の作成に着手します。

【施策２－２－２】

　多文化共生の担い手（キーパーソン）の育成
重 点
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～基本目標３～　誰もが安心して暮らせる環境づくり

３－１　防災対策の推進

　「誰もが安心して暮らせる環境づくり」の実現に向けて、災害時等の緊急事態に、情報の

不足から弱者となりうる外国人市民に向けての多言語による関連情報の提供を拡充します。

　また、日本人市民とのコミュニケーションの推進のため、地域防災訓練への参加の促進を

図るとともにボランティア通訳の確保に努めます。

№ 取組 取組内容

32 多言語版の防災冊子等の配布

多言語による防災冊子を「はっぴーらいふぱっく」（生

活オリエンテーション資料等）の一部として転入手続き

の窓口及び国際交流ラウンジ (FILS) にて配布します。

また、外国人向け災害用携帯リーフレットを、国際交流

ラウンジ (FILS) 等で配布します。

33
外国人市民を対象とした防災

講座の実施
外国人市民を対象とした防災講座を実施します。

34

「やさしい日本語」や多言語

による災害情報・緊急情報の

提供

「やさしい日本語」や多言語により、災害情報・緊急情

報を提供します。

外国人市民にコミュニティ FM 局「Radio-f」の周知を

図ります。

35

新
防災アプリの普及

災害時及び緊急時に外国人市民が情報を入手する手段と

して、多言語による防災アプリの普及を推進します。

【施策３－１－１】

　多言語等による防災関連情報や緊急情報の提供
重 点

№ 取組 取組内容

36
外国人市民の地域での防災訓

練への参加の促進

国籍等の違いを越え、共に助け合える地域づくりのため、

「やさしい日本語」を通して、居住する外国人市民に防

災訓練への参加を促します。

37

新

防災イベントへの外国人市民

の参加の促進

ふじ Bousai 等の防災イベントへの外国人市民の参加を

促し、防災意識の向上を図ります。

【施策３－１－２】

　外国人市民の防災意識の向上
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№ 取組 取組内容

38 ボランティア通訳の確保
災害時にボランティア通訳・翻訳者となれる人材の確保

に努めます。

39

新
外国人支援マニュアルの整備

災害発生後、ただちに外国人市民が必要とする情報を提

供し、支援体制を確立できるよう、災害時対応用の運営

マニュアルを作成、整備します。

40

新

外国人支援ツールの活用法の

周知

災害発生時、避難所等で、外国人市民が日本人市民と同

様に生活が送れるよう、指さし等で意思確認ができる

ツールを用意し、必要時に確実に使用できるよう準備す

るとともに、活用方法の周知を図ります。

【施策３－１－３】

　災害時の支援体制の整備

３－２　生活相談等の行政サービスの充実

　「誰もが安心して暮らせる環境づくり」の実現に向けて、通訳や相談体制の整備に努めます。　

　また、様々な場面で、多言語による行政サービスの提供を進め、医療や健康に関しても多

言語による対応を充実させます。

№ 取組 取組内容

41
学校などで通訳を行う市民通

訳制度の実施

学校などに外国語通訳支援員を派遣します。

制度の周知に努めるとともに、通訳支援員の増員を含め、

一層の充実を図ります。

42
母語による生活相談・通訳・

翻訳の実施

外国語を話せる言語スタッフを配置するとともに、タブ

レット PC を設置し、外国人市民からの生活相談、外国

人市民からの通訳、翻訳依頼に対応します。

〇国際交流ラウンジ (FILS)：交流プラザ内

　外国人市民からの生活相談・通訳・翻訳依頼への対応

〇外国人相談窓口：市役所内

　 外国語通訳による外国人市民からの市の業務に関する

相談への対応

【施策３－２－１】

　通訳・相談体制の整備
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№ 取組 取組内容

43
家庭児童相談室における外国

人児童に対する相談対応

保護者の子育てに関する悩みや相談、子ども自身の悩み

に加え、経済的支援も含めた幅広い相談に対応するため、

家庭相談員・ケースワーカーがアドバイスする他、必要

に応じて他機関の専門相談の紹介を行います。また、通

訳やタブレットＰＣの翻訳機能を活用し、日本語でのコ

ミュニケーションが困難な外国人市民との相談を、円滑

に迅速に行えるよう努めます。

44
ＤＶ（ドメスティック・バイ

オレンス）に関する相談対応

外国人市民からのＤＶに関する相談に対し、より細かな

支援体制の構築に努めます。また、外国人市民に対する

支援マニュアル等を整備します。

45

改
中央病院での通訳体制の整備

ポルトガル語通訳者を配置し、ポルトガル語圏の患者の

通院・入院をサポートするとともに、24 時間体制での

機械通訳及び 3 者同時通訳が可能な多言語医療通訳タ

ブレットＰＣを導入し、外国人患者の受診に対応します。

また、必要に応じ、支払い相談等にもタブレットＰＣを

使用し、患者が言葉による不便を感じずに、安心して治

療が受けられるように支援します。

46

新

多言語対応が可能な医療機関

の情報提供

外国人市民が安心して医療機関を受診できるよう、ICT

技術の活用を含めた多言語による対応が可能な医療機関

の周知等に努めます。

№ 取組 取組内容

47
町内会（区）や企業等との情

報連携

町内会（区）や企業等と連携しながら、外国人市民向け

の生活オリエンテーション用 DVD の紹介など情報提供

の充実を図ります。

48

改

多言語によるごみの出し方等

の情報提供の充実

ごみのカレンダー及びごみの分け方便利帳の多言語版の

配布や説明会の実施、スマートフォン用ごみ分別アプリ

の多言語対応等を継続し、ごみに関するルールの周知に

努めます。

49
国民年金への加入促進・制度

の周知

日本年金機構と情報共有し、外国人市民を含めた国民年

金未加入者に対し加入促進・制度の周知を行います。

また、外国人市民の年金加入者からの、年金保険料の免

除や給付についての相談を受け付けるため、「やさしい

日本語」を使用しての説明に努めます。

日本年金機構が作成する様々な情報について、多言語版

パンフレットを配布します。

【施策３－２－２】

　くらしのルールの理解促進
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№ 取組 取組内容

50 国民健康保険制度の周知

加入脱退手続きを含めた国民健康保険の制度を周知する

ため、多言語版のパンフレットを作成し、窓口に配架し

ます。

51

改

発送文書の多言語化による

納税への理解の促進

税金の内容、納期、納付方法を多言語で説明するＱＲコー

ドを市税納税通知書に印刷し、送付することで、市税へ

の理解を促します。

また、市税滞納者に対し発行する催告書などの多言語版

を作成、発送することにより、外国人市民の納税への意

識の向上を図り、市税滞納の解消につなげます。

52

新
交通安全教育等の推進

外国人市民に対し、日本の交通ルールやマナーに関する

知識の普及による交通事故防止を目的として効果的な交

通安全教育を推進するとともに、外国人市民を雇用する

企業に対しても交通安全教育を推進していきます。

№ 取組 取組内容

53

ラジオ放送番組を通じた多言

語による情報提供と番組の周

知

外国人市民の出演による外国人市民向けのラジオ放送番

組「Happiness」の周知を行い、番組内で多言語によ

る情報を提供します。また、急増するベトナム人等に向

け、ベトナム語の放送の実施について検討します。

54
多言語版生活ガイドブックの

充実と配布

「はっぴーらいふぱっく」を転入手続き時などに配布し

ます。

必要に応じ提供する情報を精査し、内容の充実を図りま

す。

55
多言語ウェブサイトの充実と

周知

多言語の市のウェブサイト「外国語のページ」の充実を

図ります。

「INFO BOX Ｆ」（冊子版）を作成、「はっぴーらいふぱっ

く」に同封し、外国人相談窓口や国際交流ラウンジ（FILS）

のイベント時など、様々な機会に配布し周知を図ります。

56
図書館における外国語図書の

充実と利用の促進

外国語図書の収集に努め、蔵書の充実を図ることで、図

書の活用による外国人市民、日本人市民の相互理解を進

めます。

57
市営住宅の入居に関する情報

提供

市営住宅へ入居を希望する外国人市民へ、募集の案内等

を必要に応じて多言語化し、配布します。

【施策３－２－３】

　多言語・「やさしい日本語」による行政サービスの充実
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№ 取組 取組内容

58
法律や相談窓口等を紹介した

多言語パンフレット等の配布

国や県から配布される多言語による「男女共同参画パン

フレット」、「ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）に

関するパンフレット」を国際交流ラウンジ (FILS) で配

布します。

59

特定健康診査特定保健指導の

実施時における外国人市民へ

の配慮

すべての特定健診実施機関に外国人市民用の多言語版の

質問票を配布します。

60
各種がん検診等の実施時にお

ける外国人市民への配慮

がん検診について、よりわかりやすい内容を、多言語ラ

ジオ番組内で紹介します。

検診ガイドの内容については国際交流ラウンジ (FILS)

でも通訳を行います。

61 外国人妊産婦への配慮

多言語版の母子健康手帳を交付します。また、外国人妊

産婦への対応に際し、ICT を活用し、多言語による対応

を進めます。

62
乳幼児を持つ外国人家庭への

健診時等における配慮

保健事業の対象となる外国人保護者には、外国語通訳支

援員派遣等により、個別に対応します。

乳児家庭訪問時に、多言語版の予防接種説明書、予防接

種予診票を持参し、予防接種事業について説明します。

63
予防接種予診票の多言語版の

配布

多言語版の予防接種予診票を、フィランセ窓口や集団予

防接種会場、各予防接種実施医療機関で配布します。

64

保育園や幼稚園・認定こども

園における言語や生活習慣の

違いに配慮した対応

日本語の理解が困難な外国人保護者に対し、外国語通訳

支援員派遣及び自動翻訳機により、意思の疎通を図りま

す。また、通知などは、ローマ字、多言語、ふりがな、

「やさしい日本語」等、状況に合わせた対応を実施しま

す。入園、緊急時、行事等の案内は、英語、ポルトガル

語、スペイン語のものを作成します。園児への対応につ

いて、各園で情報を共有して活用します。

65
中央病院での院内表示等への

配慮

ポルトガル語版を作成済みの文書について、原文（日本

語版）の修正等に合わせて適宜変更を実施します。

また、受付窓口に英語による表記を追加するとともに、

院内掲示物や患者向けの書類等への「やさしい日本語」

表記の導入の検討を行います。

66
119 番通報での多言語対応

の実施

外国人市民からの 119 番通報への円滑な対応に向け、

多言語による三者通話システム、救急隊用多言語音声翻

訳アプリ（救急ボイストラ）の使用を進めます。

67
救急医療センターにおける対

応

外国語による救急対応カードの診察室への設置、外国人

市民の国籍別利用者数の把握、センター内掲示物の多言

語表示を継続して実施します。

31



№ 取組 取組内容

68

新

税証明交付申請案内、申請書

類等の多言語化

在留期間の更新手続きなどのために、所得課税証明書や

市民税の納税証明書を取得する外国人市民が増えている

ことから、税証明の交付申請にかかる案内（チラシ、ウェ

ブサイトなど）や申請書類（申請書、委任状など）の多

言語化を図ります。

69

新

介護保険制度の多言語化の

推進

今後、高齢化が進む外国人定住者が、安心して介護サー

ビス等を利用できるよう、介護保険制度の説明資料等の

多言語化に取り組みます。

70

新

まちづくりセンターにおける

外国人市民対応の充実

まちづくりセンターへ来訪する外国人市民への対応の充

実を図るため、INFO BOX を更新し、窓口に配置します。

71

新

ICT を活用した多言語対応の

充実

日本語での会話に不安のある外国人市民の窓口対応を円

滑に行うため、タブレットＰＣの翻訳機能を活用できる

よう、庁内各課への貸し出しを行います。

72

新

各種通知発送時の外国籍世帯

への配慮

各課から、市民宛に通知を発送する際、外国籍世帯に発

送する通知には、多言語及び「やさしい日本語」による

案内や、問い合わせ先として、国際交流ラウンジ (FILS)、

外国人相談窓口を案内する文書を同封します。

３－３　関係機関等との連携

　「誰もが安心して暮らせる環境づくり」の実現に向けて、地域とともに外国人市民の日常

に最も近い存在である企業をはじめとする関係機関との連携を図ることで、労働環境を含め、

外国人市民が暮らしやすい環境の整備に努めます。

№ 取組 取組内容

73
ハローワーク等との連携によ

る就労支援

外国人市民の就労に関する情報提供に努めます。

ハローワーク富士にある「外国人雇用サービスコーナー」

を紹介します。

74

新
ユニバーサル就労の推進

2017（平成 29）年度より、「様々な理由で働きたくて

も働くことができない状態にある全ての人の就労を支援

するユニバーサル就労推進事業」の取組の中で、外国人

市民に対しても支援を継続していきます。

また、日本語でのコミュニケーションが困難な外国人市

民からの相談に対応するため、多言語対応タブレットＰ

Ｃの活用を進めます。

【 施策３－３－１】

　就労及び労働環境の整備
重 点
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№ 取組 取組内容

75

新

外国人雇用企業向け研修の

実施

職場での差別を感じる外国人市民をなくし、安心して働

ける職場環境を整備するため、外国人市民を雇用する企

業を対象に「やさしい日本語」講座や異文化理解の講座

などを実施します。

76

新

経済団体・監理団体等との連

携による外国人労働者の支援

経済団体・監理団体等と連携し、職場での差別を感じる

外国人市民をなくすなど、安心して働ける職場環境の整

備に努めます。

№ 取組 取組内容

77

新

出入国在留管理庁と国際交流

ラウンジ (FILS) の連携によ

る情報提供の充実

在留資格等を所管し外国人市民の生活に密接にかかわる

国の機関である出入国在留管理庁から、様々な情報を収

集し、外国人市民からの相談対応に役立て、外国人市民

の支援を行います。

78

新

各種関連会議への積極的参加

による情報交換の実施

国、県や各種関係団体が開催する会議に、積極的に参加

し、国内及び県内の外国人市民の現状や外国人支援に関

する情報の収集及び様々な情報の交換に努めます。

79

新

転入・転出などの住民異動の

手続きの効率化

外国人市民（主に技能実習生）の住所変更手続きのた

め、企業の担当者とともに一度に複数名の異動者が来庁

する際には、事前にメール等で異動者の情報の提供を受

け、書類を作成しておくことで、来庁時の待ち時間の短

縮化及び窓口の混雑の緩和が期待できることから、富士

市ウェブサイトへの掲載等により、さらに多くの関係機

関に情報発信していきます。

【 施策３－３－２】

　関係機関等との連携の強化

※ 多言語による対応は、ポルトガル語、ベトナム語、フィリピン語、中国語、スペイン語、英語の６ヶ国
語を原則としていますが、取組によっては、国、県等により、上記の６ヶ国語に加え、他の言語での対応
が実施されているものがあります。
　 また、外国人市民の多国籍化に伴い、ICT を活用することで、上記以外の言語についても、対応に努め

ています。
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数　値　目　標

基本目標 内　　容
2019

（令和元）
現状値

2026
（令和 8）

目標値

基本目標１

ともに築く

共生の

地域づくり

国際交流ラウンジ (FILS) の認知度

　◦日本人市民

　◦外国人市民

21.0％

43.4％

50％

70％

＊国際交流ラウンジ (FILS) の来場者数 6,533人 8,000人

〇新  外国人市民連絡会参加者の国籍数 － 10ヶ国

多文化共生を言葉の意味も含めて知っている人の割合 28.3％ 50％

外国籍の知人や友人がいる人の割合 28.8％ 40％

外国人に対してよい印象を持っている人の割合 36.8％ 50％

基本目標２

共生の

未来を担う

人づくり

＊日本語学習を希望する外国人市民への日本語学習

　機会提供の割合
98.5％ 100％

〇新  市が実施する日本語学習の利用者数 ― 250人

＊日本語ボランティアの活動者数 72人 100人

「やさしい日本語」の認知度 43.1％ 50％

〇新  外国人市民人材リストへの掲載数 ― 50人

基本目標３

誰もが

安心して

暮らせる

環境づくり

＊外国人市民の地域での防災訓練参加者数 262人 ４00人

富士市に住み続けたいと思う外国人市民の割合 71.0％ 90％

多言語による情報提供媒体の利用度

　◦外国人市民向けラジオ番組「Happiness」聴取率　

　◦市ウェブサイト「外国語のページ」閲覧率

5.1％

10.8％

10％

20％

〇新  職場で差別されていると感じている人の割合 59.8％ 30％

（注） 原則、5 年ごとに実施する市民意識調査の結果を現状値としているため、本プランでの現状値は 2019（令和元）

年度実施の調査の結果とする。

　　 ＊の付された項目については、最新年度の実績を現状値とするが、本プランでは、新型コロナウイルス感染症

の影響を考慮し、2019（令和元）年度の実績を現状値とする。
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第５章 推進体制の整備

１　推進体制

　基本理念である「心通い合う多文化共生のまち　ふじ」の実現に向け、外国人市民、日本

人市民、地域、市民ボランティア、国際交流団体、企業、教育機関等と連携を図りながら富

士市の多文化共生の推進を図ります。

　また、「富士市多文化共生推進庁内連絡会」において全庁的な連絡調整を図り、関係部署

の連携体制を強化します。

　さらに、国、県をはじめとした、関係行政機関等との連携により、効果的な協働体制の構

築に努めます。

２　計画の進捗管理

　本プランの推進に当たっては、多文化共生推進に係る新たな情報の収集や情報提供を行い

ながら、市民のニーズを的確に把握し、関係部署間において協議・意見交換等を実施し、必

要に応じて施策に反映します。

　また、本プランの進捗管理は、富士市多文化共生推進庁内連絡会を中心として、プランに

基づく取組実績を点検・評価します。その結果をもとに、改善につなげることで、「ＰＤＣＡ（計

画―実行―評価－改善）サイクル」の実効性を高めていきます。

３　各主体の役割

外国人市民・日本人市民

　外国人市民・日本人市民双方が、互いの文化や人権を尊重し、相互理解に努めることが求

められます。

　国籍、民族、文化のちがいに関係なく、その地域に暮らす住民全てが地域社会の一員であ

ると認識し、積極的に地域活動等に参画することが求められます。

地域コミュニティ

　町内会（区）は、最も生活に密着したコミュニティであり、地域における多文化共生の推

進に重要な役割が期待されます。

　町内会（区）のようなコミュニティを持たない国もあることから、行政等と連携しながら、

町内会（区）の役割などについて、外国人市民の理解を促すことが必要です。
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ボランティア団体・NPO 団体

　それぞれの団体がこれまで培ってきた国際交流やボランティアに関するノウハウやネット

ワークを有効に活用し、情報収集を行い、地域のニーズを把握し、それに適した活動を展開

することが期待されます。

国際交流協会

　多文化共生についての見識のある市民や団体が加入する組織である国際交流協会は、多文

化共生推進の中心的な担い手となり、行政との橋渡し役として、多文化共生の啓発活動、異

文化交流事業などの一層の充実を図ることが期待されます。

　また、ホームステイの受入れ、国際交流フェア、日本語スピーチコンテスト、語学講座の

開催など、お互いの文化等のちがいを認め、理解し、ともに生きる多文化共生の意識を培う

取組のさらなる充実が期待されます。

教育機関

　外国人児童・生徒が教育を受けるための環境の整備や、進学・就職に関する支援への取組

が求められます。

　国際交流等の活動を実施することで、若い世代の異文化への理解や、多文化共生に対する

意識が培われます。

企業・事業所

　労働者を雇用する立場から、国籍、民族、文化等のちがいにかかわらず、労働者の人権を

十分に尊重するとともに、労働法令を遵守することで、企業としての社会的責任を果たすこ

とが求められます。外国人市民にとって安全・安心な労働環境づくりや、日常生活における

様々な課題の解決に向けて積極的な取組が期待されます。

国際交流ラウンジ (FILS)

　本市に暮らす外国人市民の生活上の悩みや言語に関わる相談対応、多文化共生推進員との

協働及び日本語教育活動の拠点として外国人市民を支援するほか、各種交流イベントの開催

など多文化共生推進施策に取り組みます。
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資 料 編

１ アンケート調査結果

　本プランを策定するに当たり、本市に在住する日本人市民、外国人市民に対してアンケー

ト調査を実施しました。

【今回調査の概要】

「富士市の多文化共生」について

〈日本人市民意識調査〉

外国籍市民アンケート調査について

〈外国人市民意識調査〉

調査目的

多文化共生や、友好・姉妹都市交流、地域

の外国人市民との交流などについての調査

を実施し、市民の意識や実態を把握する。

市内で生活を送る外国人市民の意識、生活

実態や日常生活における課題、問題を把握

する。

調査対象 市内在住の 20 歳以上の男女
市内在住の外国人市民のうち

20 歳以上の男女

標本数 2,000 人

国籍別上位６カ国の 2,000 人

（ブラジル、フィリピン、ベトナム、中国、

韓国・朝鮮、ペルー）

抽出方法 住民基本台帳から等間隔無作為抽出
住民基本台帳記載の外国籍市民の中から層

化二段無作為抽出

調査方法 郵送配布・郵送回収 郵送配布・郵送回収

調査期間 令和元年11月14日～令和２年１月27日 令和元年11月14日～令和２年１月27日

発送数 2,000 人 2,000 人

回収数
（回収率）

829 サンプル（41.5％） 470 サンプル（23.5％）

有効回収数
（有効回収率）

829 サンプル（41.5％） 470 サンプル（23.5％）

【前回調査の概要】

標本数 2,000 人

国籍別上位５カ国の 1,500 人

（ブラジル、フィリピン、中国、

韓国・朝鮮、ペルー）

調査期間 平成 27 年 2 月 平成 27 年 7 月～ 9 月

回収数
（回収率）

907 サンプル 281 サンプル

有効回収数
（有効回収率）

45.4％ 18.7％

※調査目的、調査対象、抽出方法、調査方法は、今回の調査と同様です
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（１）　日本人市民意識調査結果（抜粋）
　　　　※ 詳細は、「多文化共生についての市民意識調査結果報告書（令和２年３月）」を参

照ください。

質問 4　外国人の知人の有無

質問 6　多文化共生の認知度

質問７　やさしい日本語の認知度 ※ この設問は前回から。

質問８　国内での外国人増加に対する印象

◆ボランティアへの興味の有無と

　外国人の知人の有無の状況

◆ボランティアへの興味の有無と

　国内での外国人増加に対する印象
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質問９　外国人に対する印象

　　　　※前々回は、「よい / どちらかといえばよい / どちらかといえば悪い / 悪い / わからない」であった。

質問１５　外国人と理解し合って生活するために、日本人に必要なこと

　　　　  ※この設問は前回から。

◆ボランティアへの興味の有無と

　外国人に対する印象

39



質問１６　外国人と理解し合って生活するために、外国人に希望すること

　※ 「ルールやマナーなど、わからないことがあれば質問してほしい」と「語学を教えてほしい」は前回から。

質問１７　日本人と外国人が理解し合って生活するために必要な市の取組

※「『やさしい日本語』での情報発信」と「わからない」は前回から。
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質問１９　国際交流ラウンジ (FILS) の認知度

質問２９　国際交流フェアの認知度

 ※この設問は前回から。

質問３１　多文化共生社会への自身の対応
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質問３４　多文化共生や国際化の進展に伴い必要な市の施策

※「 日本人と外国人をつなぐ人材の育成」と「災害時における、外国語による情報提供体制の整備」は前回から、「在

住外国人への支援の充実」と「外国人を雇用する事業者の支援」は今回から。
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（２）　外国人市民意識調査結果（抜粋）
　　　　※ 詳細は、「多文化共生についての市民意識調査結果報告書（令和２年３月）」を参

照ください。

質問６　富士市での生活年数

質問８　今後富士市に住む予定

質問９　日常会話ができる言語
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質問１０　日本語はどのくらいできますか。

　①聞く　

　②話す

　③読む

※「だいたいできる（漢字があってもだいたいの意味がわかる）」

※「少しできる（ひらがな、カタカナの簡単な文は読める）」

　④書く

※「だいたいできる（簡単な漢字を使って手紙などを書ける）」

※「少しできる（ひらがな、カタカナで簡単な文を書ける）」
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質問１１　日本語が不自由なため困ったこと

質問１４　日本語学習の意向

質問１４－２　日本語を学べない理由
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質問１６　生活情報の入手方法

質問１６－２　最もよく利用するインターネットのサービス
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質問１７　FM 放送　多言語番組 Happiness の認知度

質問１８　富士市ウェブサイトの多言語版の認知度

質問１９　富士市国際交流ラウンジＦＩＬＳの facebook の認知度

質問２３　周囲の日本人の印象
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質問２４　日本人からの差別の有無

質問２４－２　差別を感じる場面

質問２６　地域の行事への参加

質問２６－１　地域の行事への不参加の理由
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質問２７　地域の日本人との付き合い

質問２８　日本人との付き合いで、望むこと

質問２９　医療機関で困ること
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質問３１　子育てで困ったこと・困っていること

質問３２　こどもの教育で困ったこと・困っていること
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質問 34　仕事の不満

質問３５　災害等時の行動
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質問３６　普段から災害に備え準備していること

質問３７　国際交流ラウンジ（ＦＩＬＳ）の認知度

質問３８　外国人相談窓口の認知度
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質問３９　あなたが最も知りたい市の情報

質問４０　今後、充実してほしい行政サービス
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２　富士市多文化共生推進プラン策定懇話会設置要領

　

　　（設置）

第 １条　富士市多文化共生推進プラン（以下「プラン」という。）の策定に当たり、広く市

民及び有識者の意見を求めるため、富士市多文化共生推進プラン策定懇話会（以下「懇話

会」という。）を置く。

　（意見聴取事項）

第２条　懇話会は、次に掲げる事項を意見聴取する。

　（１）　プランの策定に関すること

　（２）　その他多文化共生の推進に関し必要な事項

　　（参加者）

第３条　市長は、次に掲げる者のうちから１０人以内で懇話会への参加を求めるものとする。

　（１）学識経験者

　（２）関係団体から推薦を受けた者

　（３）富士市内に居住又は勤務する者で、公募により選考された者

　（４）市内の在住外国人（過去に外国籍であったものも含む）

　（５）その他市長が必要と認める者

　　（運営）

第４条　懇話会の参加者は、その互選により懇話会を進行する座長を定めるものとする。

　２ 　市長は、必要があると認めるときは、懇話会に関係者の出席を求め、その意見若しく

は説明を聴き、または資料の提出を求めることができる。

　　（庶務）

第５条　懇話会の庶務は、市民部多文化・男女共同参画課国際交流室において処理する。

　　（補則）

第６ 条　この要領に定めるもののほか、懇話会の運営について必要な事項は、その都度懇話

会で協議して決定するものとする。

　　附　則

１　この要領は、令和２年４月１日から施行する。

２　この要領は、令和４年３月３１日限り、その効力を失う。
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３　富士市多文化共生推進プラン策定懇話会名簿

№ 名前 所属等 摘　要

１ 井出　健斗 一般公募市民

２ 大川　　忍 富士市商工会 経済団体

３ 荻野　克雄 富士市町内会連合会 地域活動団体

４ 鈴木　幸人 富士市校長会 教育関係者

５ 高畑　　幸 静岡県立大学　国際関係学部　教授
◎座長

学識経験者

６ 塚原　健次 ケンコーマヨネーズ㈱ 企業関係者

７ 冨田　貴子 富士にほんごの会 市民活動団体

８ 林　ゆかり 国際交流ラウンジ運営協議会 在住外国人支援組織

９ 深澤　貴宣 一般公募市民

10 横山レイカ 外国人市民

　　（五十音順、敬称略）
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４　富士市多文化共生推進庁内連絡会設置要領

　　（設置）

第 １条　富士市の多文化共生推進に関し、全庁的な連絡調整を図り総合的に施策を推進する

ため富士市多文化共生推進庁内連絡会（以下「連絡会」という。）を設置する。

　　（所掌事項）

第２条　連絡会は、次に掲げる事項を所掌する。

　（１）　多文化共生の推進計画の策定及び推進に関すること。

　（２）　関係課の連絡調整及び連携に関すること。

　（３）　その他多文化共生の推進に必要な事項

　　（組織）

第３条　連絡会は、委員長、副委員長及び委員をもって組織する。

２ 　委員長は、市民部長、副委員長は、多文化・男女共同参画課長、委員は、別表第１に掲

げる課の長をもって充てる。

３　委員長は、連絡会を総理する。

４　副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。

　　（会議）

第４条 連絡会の会議は、委員長が招集し、議長となる。

２　委員は、代理人を出席させることができる。

３ 　委員長が必要と認めるときは、会議に関係者又は関係職員の出席を求め、意見を聴き、

又は説明を求めることができる。

　　（担当者会議）

第 ５条　連絡会を補佐し、第２条各号に掲げる事項の推進のため、連絡会に担当者会議を置

くことができる。

２ 　担当者会議の構成は、市民部多文化・男女共同参画課及び別表第１に掲げる課に属する

主幹又は主幹相当職以上の職員から委員長が指名する。ただし、別表第１に掲げる課以外

の職員を加えることができる。

　　（庶務）

第６条　連絡会の庶務は、市民部多文化・男女共同参画課国際交流室において処理する。

　　（委任）

第 ７条　この要領に定めるもののほか、連絡会の運営に関し必要な事項は、委員長が別に定

める。

　　附　則

　この要領は、平成２２年２月１日から施行する

　　附　則

　この要領は、平成２３年４月１日から施行する

　　附　則

　この要領は、平成２５年４月１日から施行する
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　　附　則

　この要領は、平成２７年４月１日から施行する

　　附　則

　この要領は、平成２９年４月１日から施行する

　　附　則

　この要領は、平成３０年４月１日から施行する

別表第１（第３条関係）

総務部

企画課

シティープロモーション課

防災危機管理課

財政部 収納課

市民部

まちづくり課

市民協働課

市民課

市民安全課

福祉こども部

生活支援課

こども未来課

保育幼稚園課

こども家庭課

保健部

保健医療課

健康政策課

地域保健課

国保年金課

環境部 廃棄物対策課

産業経済部 商業労政課

都市整備部 住宅政策課

中央病院 医事課

消防本部 情報指令課

教育委員会

教育総務課

学校教育課

中央図書館

市立高等学校
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５　富士市多文化共生推進庁内連絡会委員名簿

所　　属
担　当　者

職　名 氏　名

委員長 市民部長 有川　一博

副委員長 市民部多文化・男女共同参画課 課　長 後藤　憲司

№ 所　　属
担　当　者

職　名 氏　名

1

総務部

企画課 課　長 落合　知洋

2 シティプロモーション課 課　長 秋山千賀子

3 防災危機管理課 課　長 佐野　幸利

4 財政部 収納課 課　長 望月　泰三

5

市民部

まちづくり課 課　長 笠井洋一郎

6 市民協働課 課　長 荻野　祐司

7 市民安全課 課　長 山縣　彦一

8 市民課 課　長 原　　清浩

9

福祉こども部

生活支援課 課　長 白川　安俊

10 こども未来課 課　長 本多　直人

11 保育幼稚園課 課　長 増田　晴美

12 こども家庭課 課　長 沓澤　真弓

13

保健部

保健医療課 課　長 稲葉　　忍

14 健康政策課 課　長 渡邉　浩仁

15 地域保健課 課　長 成宮　ルミ

16 国保年金課 課　長 森　　育洋

17 環境部 廃棄物対策課 課　長 齋藤　滋貴

18 産業経済部 商業労政課 課　長 小林　浩幸

19 都市整備部 住宅政策課 課　長 山崎　益裕

20 中央病院 医事課 課　長 寺田　和子

21 消防本部 情報指令課 課　長 滝浪　宏明

22

教育委員会

教育総務課 課　長 味岡　俊雄

23 学校教育課 課　長 齊藤　隆裕

24 中央図書館 館　長 加藤　豊裕

25 市立高等学校 事務長 青木　　洋
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６　富士市多文化共生推進庁内連絡会担当者会議名簿

№ 所　属
担　当　者

職　名 氏　名

1

総務部

企画課 主　　査 嶋崎　洋介

2 シティプロモーション課 主　　幹 山本　智子

3 防災危機管理課 主　　幹 東　雄一郎

4 財政部 収納課 主　　幹 鈴木　邦広

5

市民部

まちづくり課 主　　査 瀧　瑛太郎

6 市民協働課 統括主幹 齋藤千賀子

7 市民安全課 主　　幹 工藤美奈子

8 市民課 主　　幹 遠藤美奈子

9

福祉こども部

生活支援課 主　　幹 篠根　隆英

10 こども未来課 統括主幹 釜田　直美

11 保育幼稚園課 統括主幹 佐野　雅恵

12 こども家庭課 主　　幹 川島　理香

13

保健部

保健医療課 主　　幹 土岐　典克

14 健康政策課 主　　幹 佐野　聖子

15 地域保健課 専 門 員 稲葉　清美

16 国保年金課 統括主幹 雨宮　　徹

17 環境部 廃棄物対策課 主　　幹 深澤　慎也

18 産業経済部 商業労政課 統括主幹 和泉　由佳

19 都市整備部 住宅政策課 統括主幹 小川　直樹

20 中央病院 医事課 統括主幹 木村　麗香

21 消防本部 情報指令課 参事補兼主幹 清　　将芳

22

教育委員会

教育総務課 主　　幹 佐野　英孝

23 学校教育課 指導主事 米山奈津子

24 中央図書館 統括主幹 山崎　克哉

25 市立高等学校 主　　査 渡邉　貴広

59



７　事務局担当者名簿

市民部

多文化・男女共同参画課 課　長 後藤　憲司

多文化・男女共同参画課 

国際交流室
室　長 吉野　正敏

多文化・男女共同参画課 

国際交流室
主　幹 加藤千代美

多文化・男女共同参画課 

国際交流室
主　事 山本　　杏
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